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①災害復旧支援業務のパッケージ化モデルと地域BCP／BCM強化支援

1 災害支援物資の輸配送等業務をパッケージ化して一体的に支援（災害支援・連携モデル）

2017年7月に発生した九州北部豪雨により、甚大な被害を受けた福岡県朝倉市。
佐川急便は朝倉市役所からの要請に基づき、避難所への支援物資の輸配送のみならず、支援
物資集積拠点の管理・運営、物資の保管・入出荷、コールセンター等のサポート業務を、総
合的かつ一体的に実施しました（実施期間：2017年8月8日～10月31日）。
以下、本災害復興支援における佐川急便及び当社グループ各社が連携した取組みは下記の

とおり。

災害復旧支援業務をパッケージ化（佐川急便・グループ各社の物流プラットホーム）

佐川急便

開設された各避難所へ、1日2回物資を輸送
佐川グローバルロジスティクス

支援物資の入荷・保管・出荷管理

※参考
（実施期間における佐川急便の輸配送従事者及び
使用車両数）延べ213名、延べ107台（2t）

調達先

物資集積所
（学校体育館）

避難所

企業個人

個人・企業からの
支援品問い合わせ対応

物資の移送

避難所からの
必要物資に関する要望受付

出荷指示個人・企業の支援物資（寄贈）
調達物資の輸送

Ａコース

Ｂコース

市役所

情報連携

不足品調達依頼

SGL須恵
（物流倉庫）

佐川急便による
支援物資ルート配送

SGムービング

朝倉市の保管物資を物流
倉庫（SGL須恵）に移送

SGシステム
物資の受発注に係る電話
応対（コールセンター）業務



2 自治体との包括連携協定と地域BCP／BCMの強化促進（地域包括連携モデル）

「包括連携協定」は、地域が抱える社会課題に対して、自治体と民間企業等が双方の強み・
リソースを生かして協力しながら課題解決に対応するための枠組み。

（佐川急便の包括連携協定数・・・15府県、7政令市）

※例1.「京都府と佐川急便との地域活性化包括連携協定
に基づく具体的連携事項

1 地域防災と安心・安全に関すること
→京都BCPの取組への協力、災害時における
救援物資の集配・仕分け・保管・輸送等

2 観光振興及び観光情報の発信に関すること
3 京都府産品の流通・販売促進に関すること
4 子ども・青少年の育成に関すること
5 高齢者・障がい者支援に関すること
6 環境保全に関すること
7 その他

」

京都BCP企業交流会（2017年2月）
（産学官民・BC連携モデル）
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※例2．山口県と佐川急便との「地域活性化包括連携協定」
に基づく具体的連携事項

1 地域防災と安心・安全に関すること
・災害時における救援物資の輸送等
・企業ＢＣＰの啓発普及、及びＳＣＭを支える
ＢＣ企業連携の推進

・地域の暮らしの安心・安全の確保

・防犯ＣＳＲ活動の実施

2 明治150年プロジェクトに関すること（ＰＲ活動等）
3 中山間地域対策に関すること
4 観光振興に関すること
5 県産品の流通・販売促進に関すること
6 女性の活躍推進に関すること
7 子ども・青少年の育成に関すること
8 高齢者・障がい者支援に関すること
9 環境問題に対策に関すること
10 健康づくりの推進に関すること

山口県BCP策定セミナー（2018年1月）
（産学官民・BC連携モデル）



【参考】包括連携協定締結実績

佐川急便は、2016年3月～現在（2018年３月）までに、15府県、6政令都市と包括連携
協定を締結。

（京都府、大阪府、鹿児島県、宮崎県、大分県、高知県、愛媛県、

山口県、島根県、三重県、山梨県、群馬県、栃木県、三重県、鳥取県、
横浜市、名古屋市、熊本市、岡山市、新潟市、静岡市、広島市）

山口県
（1）地域防災と安心・安全に関すること

・災害時における救援物資の輸送等
・防犯ＣＳＲ活動

・企業ＢＣＰの普及啓発及びＳＣＭを支えるＢＣ企業連携
の推進

（2）明治150年プロジェクトに関すること

・明治維新150年記念及び「山口ゆめ花博」開催に向けてＰＲ活動

（3）中山間地域対策に関すること

・ＹＹ！ターン（山口県へのＵＩＪターン）の推進
・地域や暮らしの安心・安全の確保

（4）観光振興に関すること

・観光客等の利便性向上

（5）県産品の流通・販売促進に関すること

・中小企業の海外展開を流通面から支援
・従業員サイトで「山口県産品特集」の実施

（6）女性の活躍推進に関すること

・働く女性の活躍の推進

（7）子ども・青少年の育成に関すること

・「やまぐち教育応援団」への登録
・やまぐち子育て県民運動への支援

（8）高齢者・障がい者支援に関すること

・高齢者や障がい者の雇用促進
・見守り活動への協力

（9）環境問題の対策に関すること

・ぶちエコやまぐち宣言事業所への登録

（10）健康づくりの推進に関すること

・健康応援団への登録

（11）県民活動の推進に関すること

（12）その他、地域の活性化及び県民サービスの向上に関すること

京都府
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（1）観光振興及び観光情報の発信に関すること
・「森の京都」事業をはじめ、観光振興や観光情報の発信を物流面から
支援

・訪日観光客等の大型荷物輸送サービス、手荷物一時預かり、府内及び
全国との手ぶら観光ネットワークの推進

（2）京都府産品の流通・販売促進に関すること

・府内産農林水産物のＰＲ・消費拡大へのＰＲ
・京野菜等の高品質・低コスト流通に向けた輸送スキームの検討・実施

（3）地域防災と安全・安心に関すること

・京都ＢＣＰの取組への協力、災害時における救援物資の集
配・仕分け・保管・輸送等

（4）子ども・青少年の育成に関すること

・さがわきゅうびん交通安全教室の推進

（5）高齢者・障がい者支援に関すること

・店頭や集配時の見守り・サポート、地域の見守りネットワークへの参画
消費者保護の協力

（6）環境保全の推進に関すること

・天然ガス車等の環境にやさしい車両の導入促進、エコドライブの実践、
不法投棄の通報

（7）その他地域の活性化及び府民サービス向上に関すること

・物流活性化への協力、各種啓発活動への協力

三重県

（1）産業・観光の振興に関すること
・社販サイトでの三重県産品・観光情報の取扱いとＰＲ
・「三重県フェア」の実施（観光・物産展の開催、県産食材を活用
したメニューの提供（イベント時）

・バス等との貨客混載事業の推進

（2）防災・減災と暮らしの安全・安心に関すること

・災害時における救援物資・資機材等の輸送、保管、配送等への協力
・交通安全にかかる啓発イベントの実施、県事業への協力
・道路損傷等の通報

（3）スポーツの推進に関すること

・三重とこわか国体・三重とこわか大会のＰＲ
・スポーツ推進月間におけるＰＲ、スポーツイベントへの参加

（4）少子化対策の推進に関すること

・少子化対策に関する取組への参加・協力

（5）ダイバーシティの推進、働き方改革に関すること

・ダイバーシティの推進に関する取組への参加・協力
・女性活躍・女性就労に関する取組への参加協力

・高齢者の就労支援（配送の担い手として）
・働き方改革に関する取組への参加・協力

（6）地域福祉の推進に関すること

・配達時における高齢者の安否確認

（7）環境保全の推進に関すること

・廃棄物の不法投資発見時の通報および車両を活用した啓発

（8）その他地域の活性化及び県民サービス向上に関する事項
図1．包括連携協定締結（事例）

図2. 災害協定（56自治体）

図3. 見守り協定（104自治体）



3 BC企業交流会／BC研究会の実施（産学官民・BC連携モデル）

佐川急便は、大規模災害、新型インフルエンザなど様々な不測の事態が発生した際に、事業に
与える影響を最小化し、事業の中断を防ぐこと（事業継続）を目的に、BCPを策定し、さらに事
業継続の実効性を高めていくため、大規模災害訓練やBCP関連対策などを積極的に行っている。
このような自社（及びグループ内）における継続的なBCPの取組みは重要であるが、併せて、国
や地方自治体、他企業・業界などとの対外的な連携、協働も必要である。
そこで、BC連携を期待する企業・行政等との関係構築を図るため、BC企業交流会を開催し、

異業種（分野）の各企業における取組みや課題等について情報交換するとともに、共通課題の解
決や協力関係の深化を図る。
また併せて、具体的な協働事業やBCP関連ビジネス促進に向けて、テーマ別にBC研究会を実

施している。

BC企業交流会

行政・団体・
大学

事務局：佐川急便機 械

燃 料

輸 送

食 品

医 薬

情報・通信

安全・衛生

電 機

実施スキーム

※異業種企業のBC取組みや課題、
連携等に関する情報交換の場

第1回BC企業交流会開催（2016年2月）
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第2回BC企業交流会開催（2018年2月）
BC研究会

※テーマ毎に開催（不定期）。
課題解決や具体的なビジネス促進に繋げる

≪①BC研究会（物流と気象）≫
荷物の到着時間をより正確に！をテーマに、
道路管理者、鉄道、内航、物流事業者、荷主ら
と意見交換を実施

（ウェザーニューズ社と共催）

≪②BC研究会（BC訓練・教育）≫
■大規模災害等の訓練・教育のあり方
■共同訓練の実施、あり方
■各業界ごとの訓練シナリオを本会の成果物と
して、作り上げ業界内・各社内での訓練や教
育に活用できたら有用

≪③BC研究会（備蓄品の利活用）≫
■行政・地域社会・企業等で協力した備蓄品の
共同保有、相互補完の連携促進

■賞味期限入替時の利用等について検討
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② CO2排出削減（気象変動対策）活動と地域レジリエンス強化

1 貨客混載事業の推進と地域交通インフラの強化（交通インフラ・連携モデル）

貨客混載は、貨物と旅客の輸送や運行を一緒に行う形態。これまで、効率の良い大量輸送
や高頻度輸送を目的とした「貨客分離」が中心であったが、CO2排出量削減などの環境対策
や地方の人口減少や少子・高齢化、さらにトラックドライバー不足などにより、「貨客分
離」から「混載」などの効率化に向けて、地域や交通インフラ間の連携が必要となっている。

そこで、自動車運送業の担い手を確保するとともに、人口減少に伴う輸送需要の減少が深
刻な課題となっている地方等において、人流・物流サービスの持続可能性を確保するため、
旅客自動車運送事業者は旅客の運送に、貨物自動車運送事業者は貨物の運送に特化してきた
従来のあり方を転換し、一定の条件のもとで事業の「かけもち」を行うことができるよう、
規制緩和も進んできた。

（1）事例1. 北越急行（新潟県）との貨客混載（2016年～実証実験、2017年4月～実用化）

鉄道の輸送余力を活用することで、トラック輸送と比較して約45％のCO2削減する安定
的な幹線輸送を実現
環境対策、労働時間の改善、高齢化によるドライバーの減少、降雪期の輸送路確保、

鉄道会社の収益確保、地域の活性化、利便性向上 など複合的な効果がある。

うらがわら駅～六日町駅間のトラック輸送を鉄道輸送に切り替え

図1．貨客混載（鉄道）のフロー図

（2）事例2. 旭川中央ハイヤー（北海道旭川市）との貨客混載（2017年11月1日～開始）

乗り合いのタクシーで宅配の荷物を戸別配送する「貨客混載」事業を開始。タクシー
会社と運送会社が連携。乗り合いタクシーを使った貨客混載や戸別配送の実施は全国初。

環境対策や効率化（配達車両の有効活用）、路線の収支改善、配達員の負担軽減、
労働環境改善、地域の活性化、利便性向上、見守り など北海道が抱える課題の改善の
一助となる。

図2．貨客混載（タクシー）のフロー図

（3）事例3. 観光振興

観光地等におけるバス会社との貨客混載（手ぶら観光）の推進

①訪日外国人旅行者向け広域観光の推進（2017年8月～実証試験）
岐阜県高山市～長野県松本市の両都市間を結ぶバスを利用した貨客混載の実証試験を
実施中。異なる県の間を連携する取組み。環境対策、地域振興、利便性向上等に効果

②自転車（サイクリング）観光におけるバス会社（3社）との貨客混載
愛媛県内のバス会社3社と連携した貨客混載（サイクリング等の手ぶら）。環境対策、
地域活性化、利便性向上、労働環境の改善等に貢献

https://www.joetsutj.com/storage/13,2bc5ccb388e5
https://www.joetsutj.com/storage/13,2bc5ccb388e5


2 モーダルシフトの推進（CO2排出削減対策・輸送転換モデル）

環境負荷低減（CO2排出量の削減）や労働力不足等への対応に向けて、トラックから鉄道
や船舶などの環境負荷が少ない手段に転換する「モーダルシフト」を積極的に推進している。

（１）事例１. スーパーレールカーゴ

佐川急便は、2004年より日本貨物鉄道と共同開発した電車型特急コンテナ列車「スー
パーレールカーゴ」による宅配便輸送を実施。東京ー大阪間で毎日深夜に上下各１便運行
しており、東京ー大阪間の全輸送量の約10％を担っている。
上下各１便の合計積載量は、10トントラック56台分に相当、CO2排出削減など環境

負荷低減やトラックドライバーや深夜労働の改善等に大きな効果を発揮している。

※実績（2016年度）
10トントラックで92,549台の削減効果、
CO2を129,742トン削減

（2）事例2. サービスセンターの展開

佐川急便は、トラックなどを使用せず台車や自転車などで集配を行う「サービスセン
ター（ＳＣ）を全国に325ヵ所設置している。１ヵ所当たり３～５台の車両使用を抑制で
き、全センター合計では車両1,500台分の CO2や大気汚染物質の排出削減をしている。

サービスセンターを地域展開することで、女性の就業機会の拡大（女性の活躍推進）や
地域コミュニケーション強化、地域活性化にも貢献している。

図3．サービスセンター展開による環境対策
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3 レジリエンス強化とエネルギーの多様化（エネルギーセキュリティ対策）

サプライチェーンを維持するための重要な物流インフラである、車両及び燃料の強靭化対
策として、環境対応車両や次世代車両（天然ガス、ハイブリッド、ポスト新長期規制適合車、
ＥＶ等）の導入を促進するとともに、エネルギーセキュリティの観点から利用燃料の多様化
を進めている。
また、燃料の安定的な確保と供給体制維持のため、自家スタンドを全国に設置するととも

に、停電時でも給油出来る様に燃料油ポンプ（足こぎ式）の導入等、物流インフラの強靭化、
災害時の地域支援強化を図っている。

STLC

城西

城北

品川

足立

さいたま
三多摩

八王子

湘南

新潟

豊田名古屋

小牧

淀川

大阪

西大阪

千里

東大阪

藤井寺

堺

西広島

高松

（1）環境対応車の導入促進

全保有車両の約4割（約11,000台）を保有（2017年3月時）。車両代替に合わせて導入促進。

CNG（天然ガス）車 ハイブリッド車 電気自動車

（2）インタンク（軽油）の設置、及び給油対策（電源喪失時における燃料給油機器の導入）

自家スタンド（インタンク）を全国129拠点で保有。計2,872klの軽油の貯蔵が可能。
また、災害時による電源喪失時においても給油可能な燃料油ポンプ（足こぎ式）を設置。

自家給油スタンド 燃料油ポンプ給油訓練

（3）天然ガススタンドの設置

全国に22ヵ所に自家の天然ガススタンドを設置

図4．天然ガススタンド設置

（４）災害時の支援物資等の輸送・配送

国
・
自
治
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・
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間
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集
積
所

避難所

避難所

《支援業務（例）》
・物流拠点としての利用
・物資入庫、仕分け
・物資受付電話応対
・物資出庫、在庫管理
・物資調達
・余剰物資処分
・避難所への輸送
・避難所ニーズ徴収（御用聞き）

他
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4 まちづくりと物流効率化（中心市街地・連携モデル）

大型商業施設や商店街など中心市街地対策で課題となっているのが物流の効率化である。
多頻度小口配送の広がりにより納品車両や搬入業者が増加する今、環境問題、施設周辺の交
通渋滞、歩行者の安全対策等が必要となっている。
革新的な物流の取組みとして、館内物流システムやスマート納品を実現。

（１)事例１. 館内物流

館内物流とは、協働配送の促進や直納車を含めた入館車両の一元管理による、施設全体
の「物流効率化・セキュリティ向上」及び施設周辺の「渋滞緩和」による大気汚染の減少
をもたらす物流システム。

①「東京ミッドタウン」
開業時2007年度の直納車両が21万9,300台／年に対して、

2013年度は17万1,000台／年と22％削減しており、東京都
から「東京における地区物流効率化認定制度」の認証を受け
た。物流事業者では初認定。

②「東京スカイツリー」
2012年度開業前の予測納品車両が約850台／日に対して、
2013年度は約380台／日と55％削減。
（CO2排出量換算：排出予測3,272tの約23％にあたる741t-CO2を削減）

大型複合施設の増加、中心市街地（商店街等）の活性化

・交通渋滞

・排気ガス

・騒 音

納品車両による諸問題
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館内物流

効率的な物流と
地域環境への配慮を両立

（2）事例2. スマート納品

2014年より、商品の調達（仕入れ）から入荷（入庫・検品）行程を大幅に効率化する
サービス「スマート納品」を展開。深夜・早朝を含む時間帯別納品、及び商品カテゴリー
別・ローケーション別に事前仕分けすることで、入荷業務の効率化、及び納品時の待機
車両の削減を実現し、周辺道路の渋滞緩和 などにも貢献している。



5 生涯現役社会の構築（配送の効率化・地域コミュニケーション強化モデル）

地域のシルバーセンター等に登録する元気な高齢者を配達の担い手として、新たな雇用

の場を提供することで、生涯現役社会の実現の一助となるとともに、地域のコミュニケー
ション（見守り）強化 などにも貢献できている。
また、荷物の配達員の人手不足の解消（労働環境の改善）やトラックを使用せず、小型

の荷物を自転車や徒歩で近所に配達するため 環境負荷低減にも大きく寄与するなど相乗
効果も高い。

※実績
鳥取県米子市の米子広域シルバー人材センター、福岡県北九州市シルバー人材センター、
佐賀県伊万里市大坪町の住民グループ「栄町地域づくり会」、横浜市シルバー人材セン
ター など
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